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資料 1 調査団員・氏名 

 

(1) 現地調査Ｉ（平成 26 年 6 月 2日～7月 14 日） 

氏名 担当 所属 

橘 秀治 総括 JICA 人間開発部 基礎教育グル

ープ基礎教育第二課 課長 

松崎 瑞樹 計画管理 JICA 人間開発部 基礎教育グル

ープ基礎教育第二課 

小泉 一七 業務主任／施設計画 株式会社 毛利建築設計事務所 

榎本 久美子 副業務主任 株式会社 毛利建築設計事務所 

毛利 信弘 建築設計 1 株式会社 毛利建築設計事務所 

堀越 誠一 建築設計 2 株式会社 毛利建築設計事務所 

福島 健 施工計画/調達計画/積算 株式会社 毛利建築設計事務所 

田口 順子 教育計画/機材計画 株式会社 毛利建築設計事務所 

ベルトラン･セドリック 教育計画 2（自主補強） 株式会社 毛利建築設計事務所 

岡田 登 通訳 株式会社 毛利建築設計事務所 

 

(2) 現地調査 II（平成 25 年 11 月 29 日～12 月 12 日） 

氏名 担当 所属 

西本 玲 総括 JICA マダガスカル事務所 所長 

松崎 瑞樹 計画管理 JICA 人間開発部 基礎教育グルー

プ基礎教育第二課 

小泉 一七 業務主任／施設計画 株式会社 毛利建築設計事務所 

福島 健 施工計画/調達計画/積算 株式会社 毛利建築設計事務所 

井口 あゆみ 通訳 株式会社 毛利建築設計事務所 
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資料 2  調査行程 

 

(1) 現地調査Ｉ（平成 26 年 6 月 2日～7月 14 日） 

 

  

(a) (a') (c) (b) (d) (e) (f) (g)
小泉　一七 榎本　久美子 堀越　誠一 毛利　信弘 福島　健 田口　順子 岡田　登 セドリック・ベルトラン

総括 計画管理 業務主任／施設計画 副業務主任 建築設計2 建築設計1
施工計画／調達計画／積

算
教育計画／機材計画 通訳 自主補強　教育計画

13 13 40 13 26 24 29 43 43 32

1 2014/6/2 月 東京→ 東京→ 東京→ 東京→

2 2014/6/3 火
→ヨハネスブルグ→アンタ
ナナリボ

→ヨハネスブルグ→アンタ
ナナリボ

→ヨハネスブルグ→アンタ
ナナリボ

→ヨハネスブルグ→アンタ
ナナリボ

3 2014/6/4 水
JICA事務所表敬、
国民教育省表敬、協議

建築関連調査、再委託準
備

(a)に同行 (a)に同行

4 2014/6/5 木
国民教育省協議、
ドナー訪問

国民教育省協議 同上 同上

5 2014/6/6 金
建築関連調査、再委託準
備、ドナー訪問

建築関連調査、再委託準
備

教育関連調査、
ドナー訪問

(a)に同行

6 2014/6/7 土
建築関連調査、再委託準
備

同上 教育関連調査 同上

7 2014/6/8 日 資料整理 資料整理 資料整理 資料整理 →アンタナナリボ

8 2014/6/9 月 団内会議 団内会議 東京→ 東京→ 団内会議 団内会議 団内会議

9 2014/6/10 火 JICA 事務所表敬、国民教育省表敬、(日本大使館表敬)、第2次案件視察
建築関連調査、再委託準
備

→ヨハネスブルグ→アン
タナナリボ

→ヨハネスブルグ→アンタ
ナナリボ

(a)に同行 (a)に同行 (a)に同行

10 2014/6/11 水 国民教育省協議、アンタナナリボ→タマタブ (a)に同行 建築関連調査 調達・施工計画関連調査 同上 同上 (c)に同行

11 2014/6/12 木 DREN、CISCOとの協議
アンタナナリボ→ヨハネス
ブルグ

アンタナナリボ→チュレ
アール

同上 同上 同上
アンタナナリボ→チュレ
アール

12 2014/6/13 金 ヨハネスブルグ→ 第3次案件調査 同上 同上 同上 第3次案件調査

13 2014/6/14 土 →東京 同上 同上 同上 同上 同上

14 2014/6/15 日
チュレアール→アンタナ
ナリボ

資料整理 資料整理 資料整理
チュレアール→アンタナ
ナリボ

15 2014/6/16 月 建築関連調査 調達・施工計画関連調査 (a)に同行 (a)に同行 (c)に同行

16 2014/6/17 火 同上 同上 教育関連調査 同上 同上

17 2014/6/18 水 JICA報告、大使館報告 同上 東京→ 同上 同上 同上 同上

18 2014/6/19 木 ヨハネスブルグ→
アンタナナリボ→タマタブ、
サイト調査準備

アンタナナリボ→タマタ
ブ、サイト調査準備

→ヨハネスブルグ→アンタ
ナナリボ

同上
アンタナナリボ→タマタ
ブ、サイト調査準備

アンタナナリボ→タマタブ
アンタナナリボ→タマタ
ブ、サイト調査準備

19 2014/6/20 金 →東京 サイト調査（2） サイト調査（3） アンタナナリボ→タマタブ
アンタナナリボ→タマタ
ブ、サイト調査準備

(a)または（c）に同行 (e)に同行 (b)または（c）に同行

20 2014/6/21 土 合同調査 合同調査 合同調査 合同調査 合同調査 合同調査 合同調査
21 2014/6/22 日 資料整理 資料整理 資料整理 資料整理 資料整理 資料整理 資料整理
22 2014/6/23 月 サイト調査（2） サイト調査（3） サイト調査（1） (b)に同行 (a)または（c）に同行 (e)に同行 (b)または（c）に同行
23 2014/6/24 火 サイト調査（2） サイト調査（3） サイト調査（1） (b)に同行 同上 同上 (b)または（c）に同行
24 2014/6/25 水 サイト調査（2） サイト調査（3） サイト調査（1） (b)に同行 同上 同上 (b)または（c）に同行

25 2014/6/26 木 独立記念日 独立記念日 独立記念日 独立記念日 独立記念日 独立記念日 独立記念日

26 2014/6/27 金 サイト調査（2） サイト調査（3） サイト調査（1） (b)に同行 (a)または（c）に同行 (e)に同行 (b)または（c）に同行
27 2014/6/28 土 サイト調査（2） サイト調査（3） サイト調査（1） (b)に同行 同上 同上 (b)または（c）に同行
28 2014/6/29 日 資料整理 資料整理 資料整理 タマタブ→アンタナナリボ 資料整理 資料整理 資料整理
29 2014/6/30 月 サイト調査（2） サイト調査（3） サイト調査（1） 調達・施工計画関連調査 (a)または（c）に同行 (e)に同行 (b)または（c）に同行

30 2014/7/1 火 サイト調査（2） タマタブ→アンタナナリボ サイト調査（1） 同上 同上 (e)に同行 (b)または（c）に同行

31 2014/7/2 水 サイト調査（2）
アンタナナリボ→ヨハネス
ブルグ

サイト調査（1） 同上 同上 (e)に同行 (b)または（c）に同行

32 2014/7/3 木 タマタブ→アンタナナリボ ヨハネスブルグ→ タマタブ→アンタナナリボ 同上 タマタブ→アンタナナリボ タマタブ→アンタナナリボ タマタブ→アンタナナリボ
33 2014/7/4 金 テクニカルノート協議 →東京 施設・建築関連調査 同上 テクニカルノート協議 (a)に同行 (b)に同行

34 2014/7/5 土 団内会議 団内会議
アンタナナリボ→ヨハネス
ブルグ

団内会議 団内会議 団内会議

35 2014/7/6 日 資料整理 資料整理 ヨハネスブルグ→ 資料整理 資料整理 資料整理
36 2014/7/7 月 テクニカルノート協議 施設・建築関連調査 →東京 テクニカルノート協議 (a)に同行 (b)に同行

37 2014/7/8 火
テクニカルノート署名、JICA
報告

同上
テクニカルノート署名、
JICA報告

(a)に同行 (b)に同行

38 2014/7/9 水
アンタナナリボ→ヨハネス
ブルグ

アンタナナリボ→ヨハネス
ブルグ

教育関連調査 (e)に同行
アンタナナリボ→ヨハネス
ブルグ

39 2014/7/10 木 ヨハネスブルグ→ ヨハネスブルグ→ 同上 同上 ヨハネスブルグ→
40 2014/7/11 金 →東京 →東京 同上 同上 →東京

41 2014/7/12 土
アンタナナリボ→ヨハネス
ブルグ

アンタナナリボ→ヨハネス
ブルグ

42 2014/7/13 日 ヨハネスブルグ→ ヨハネスブルグ→
43 2014/7/14 月 →東京 →東京

6月9日：White Monday、6月26日：独立記念日

国民教育省ミニッツ協議

国民教育省ミニッツ協議、署名

JICA報告、大使館報告、アンタナナリボ→ヨハネス
ブルグ

東京→
→ヨハネスブルグ→アンタナナリボ

要請校視察
要請校視察、タマタブ→アンタナナリボ

ミニッツ案作成

官団員
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(2) 現地調査 II（平成 25 年 11 月 29 日～12 月 12 日） 

 

(a) (d) (f)

9 9 14 14 14

総括
(JICA事務所　西本所長）

計画管理
（人間開発部/基礎教育G

松崎職員）

業務主任／施設計画
（毛利建築設計事務所　小

泉）

施工計画／調達計画／積算
（毛利建築設計事務所　福島）

通訳
（井口あゆみ）

1 2014/11/29 土 東京→

2 2014/11/30 日 シンガポール→ヨハネスブルグ→アンタナナリボ

3 2014/12/1 月 JICA 事務所訪問、国民教育省協議 (a)に同行

4 2014/12/2 火 国民教育省協議 積算・調達計画関連調査 同上

5 2014/12/3 水 ミニッツ協議 同上 同上

6 2014/12/4 木 ミニッツ署名 同上 同上

7 2014/12/5 金 日本大使館表敬・報告
日本大使館表敬・報告
アンタナナリボ→ヨハネスブ
ルグ

施設関連調査 同上 同上

8 2014/12/6 土 ヨハネスブルグ→ 施設関連調査 同上 同上

9 2014/12/7 日 →東京 資料整理

10 2014/12/8 月 施設計画関連調査 積算・調達計画関連調査 (a)に同行

11 2014/12/9 火 同上 同上 同上

12 2014/12/10 水 アンタナナリボ→ヨハネスブルグ

13 2014/12/11 木 ヨハネスブルグ→シンガポール

14 2014/12/12 金 →東京

12月11日：Anniversary of the Promulgation of 4th Republic Day（第4共和政憲法制定記念日）

官団員
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資料 3  関係者（面会者）リスト 

 

国民教育省（Ministère de l’Éducation Nationale） 

氏名 所属部署 役職 

M. Rolland Justet RABESON - 次官 

Mme. RABOANARY Hanta - 大臣プロジェクト顧問 

Mme. RATSIMISTRA Felamboahangy 省所有不動産・インフラ局 局長 

M. ANDRIANALIZENDRY Joel Sabas 

Désiré  

教育計画局 局長 

M. RAZAFIMANDIMBY Daniel Euloge 教育計画局 計画管理評価課課長 

M. RABENANDRASANA Teophil 教育計画局 スクールマッピング課 

Melle. RAZAFINDRAFARA Perline 教育計画局 主任秘書 

Mme. ROSOANANDRASANA Eliane 教育計画局 メッセンジャー 

M. RANDRIAFANANTANANTSOA  

Laurence 

省所有不動産・インフラ局 建設課課長 

M. NAIVOSON Albert 省所有不動産・インフラ局 設計担当エンジニア 

M. RIANTSOA Donatien René 省所有不動産・インフラ局 施工管理エンジニア 

M. RAZANAKOTO Andriamaro Saina 省所有不動産・インフラ局 専門技術者 

M. RAANAKOTO Andriamaro Saina 省所有不動産・インフラ局 専門技術者 

M. TILAHITSARA Clément 省所有不動産・インフラ局 管理課課長 

M. RAZANFINDERABE Jonasuah 省所有不動産・インフラ局 専門技術者 

Mme. NORTON Imbola Nirina 調達監理ユニット 公共調達責任者 

M. RASAMIARIMALALA José 調達監理ユニット 職員 

M. LAHINIRIKO Denis Alexandre カリキュラム・投入局 局長 

M. RAZAFIMAHANTSOA Nomenjanahary 人材局 就学前・基礎教育課課長 

M. RAZAFIMAHANTSOA Nomenjanahary 基礎教育・識字教育局 局長 

Mme. RAMIAZANTSOA Aimée 基礎教育・識字教育局 教育課課長 

Mme.RAMAROSON Anne Marie 基礎教育・識字教育局 VAT 担当者 

M. RAZAFIMAHANTSOA Nomenjanahary 人材局 基礎教育課課長 

 

財務・予算省(Ministère des Finances et du Budget) 

M. RANAIVOSON Andriambala 

Harifidy 
予算案計画局 業務部長 

 

国立教育養成校(Institut National de Formation Pédagogique) 

M. MAKA François 初等教育部 部長 

4



 

 

 

 

Mme. VOAHANGI ARIMALALA Charles 

Eléonore 
初等教育部 補佐 

Mme. RANAIVONANANA Anne 中等教育部 部長 

 

国民教育省アツィナナナ県地方教育局(Direction Régionale de l’Education Nationale) 

M. LEMA Etienne(現地調査

Ⅰ)→ 

M. SAMBANY Frederic(現地調査Ⅱ) 

- 地方教育局長 

M. RATSIMANGRESY Jean George - 総務財務課長 

 

トアマシナ I 学区(CISCO TOAMASINA I) 

M. SAMBANY Frederic 

- 

学区長(現地調査Ⅰ)→

地方教育局長(現地調査

Ⅱ) 

M. RAMANANIO NINA Aimé - 副学区長 

 

トアマシナ II 学区(CISCO TOAMASINA II) 

Mme. MARA Sylire Nastine - 学区長 

M. TARISOA Guy Hervé - 副学区長 

 

ブリッカビル学区(CISCO BRICKAVILLE) 

M. KAMISY Léonard - 学区長 

M. LEFAHENIHA Alfred - 教育担当 

Mme. LEKANISTY Claudine Folo 中央地区教育事務所

(ZAP) 
地区教育事務所長 

 

バトマンドリ学区(CISCO VATOMANDRY) 

M. RAJAONARISON Lemandiny 

Emmanuel 
- 学区長 

M. RAJOMAHARIMANANA Samuel - 教育担当 

M. RAKOTOZAFY Julia Ferry - 総務・財務担当 

M. RALAIARISOA Geroges - 会計担当 

 

FID(Fonds d’Intervention pour le Développement) 

M. RAPANOELINA Mamisoa 業務部 業務部長 

M. RAOELIJONA Dieudonné 
- 

改修・改築プロジェクトア

ドバイザー 
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国際労働機関(ILO） 

M. RAKOTOMAYO Benjamina 
- 

労働集約型建築計画コーデ

ィネーター 

Mme. RAKOTOMARDIMBY 

Fanjanirina Sylvie 
- 計画管理 

   

国際連合児童基金(UNICEF) 

M. RAMANANTSOA Roger - 教育専門家 

M. RAZAFINDRIANA Tiana Vatasoa - 建設エンジニア 

Mme. RASOAMAHENINA Landivola - 地方技術アシスタント 

   

世界銀行(Banque Mondiale)   

Mem. Harisoa Danielle  

RASOLONJATOVO 
- 教育専門家 

M. RABAKOSON Hervé 
万人のための教育技術支援

グループ 
学校建設責任者 

   

Aide et Action(NGO)   

Mme. Evelyne HANTAMALALA - コーディネーター 

M. RAKOTONIRANY Thiery - インフラ責任者 

   

Association Intercooperation Madagascar(NGO) 

Mme. RAHARISOQVELOHANTA Line - 事務局長 

 

SIVE（NGO） 

Mme. RAKOTOARIZAFY Normololo 

Hadey Nantinaimo 
- 地区責任者 

Mme. RAHARNSOA Bernadette - 計画管理評価 

Mme. HANTAMALALA Evelyne - 本部コーディネーター 

 

在マダガスカル日本国大使館 

角田 崇成 - 参事官 

山田 重周 - 一等書記官 

河北 有朋  - 二等書記官 

小川 大輔 - 二等書記官 
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JICA マダガスカル事務所 

西本 玲 - 所長 

三輪 哲也 - 所員 

松谷 曜子 - 企画調査員 

M. ANDRIANANDRASANA 

Onimandimbisoa 
- 上級計画担当 

  

 

  

7



8



9



10



11



12



13



14



1
5



16



17



18



19



20



21



22



23



24



25



26



27



28



29



3
0



31



32



33



34



35



36



 

 

 

 

和文仮訳 

 

マダガスカル国 第四次小学校建設計画 

協力準備調査 

協議議事録 

 

 

 マダガスカル国（以下「マダガスカル」と称する）政府より提出された要請に基づき、

日本政府は「第四次小学校建設計画」（以下「プロジェクト」と称する）に関する協力準備

調査を行うことを決定し、本調査の実施を独立行政法人国際協力機構（以下「JICA」と称

する）に委託した。 

 

 JICA は、マダガスカルへ人間開発部基礎教育グループ基礎教育第二課長 橘 秀治を団長

とする準備調査団（以下「調査団」と称する）を派遣し、2014 年 6 月 3日より 2014 年 7 月

12 日まで同国に滞在する予定である。 

 

 協議及び現地調査の結果、両者は付属書に記載された主要な項目を確認した。 

 

マダガスカル国アンタナナリボ市 2014 年 6 月 17 日 

 

 

 

   

橘 秀治 

団長 

協力準備調査団 

独立行政法人国際協力機構 

日本 

 

 

 

Rolland Justet RABESON 

次官 

国民教育省 

マダガスカル国 

 

 

 

Andriambala Harifidy RANAIVOSON 

社会行政セクター課長 

財務省計画予算局 

マダガスカル国 
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付属書 

１．プロジェクトの目的 

 本プロジェクトの目的は、教育施設の新設、及び教育家具の調達を通して、アツィナナ

ナ県 4 学区（トアマシナ I、トアマシナ II、ブリッカビル、バトマンドリ）の小学校への

アクセス及び学習環境を改善することである。 

 

２．相手国実施責任機関 

2-1. 本プロジェクトの責任機関はマダガスカル国民教育省（MEN）とする。 

2-2. 本プロジェクトの実施機関はマダガスカル国民教育省・省所有不動産・インフラ局

（DPFI/MEN）とする。 

2-3．プロジェクト実施に際しては、プロジェクト対象地域の地方教育局、学区事務所、地

区教育事務所が実施に協力する。 

2-4. 本プロジェクトの関係機関の組織図は別紙 1のとおりとする。 

 

３．プロジェクト対象サイト 

3-1．本プロジェクトの対象サイトは、アツィナナナ県 4 学区（トアマシナ I、トアマシナ

II、ブリッカビル、バトマンドリ）とする。 

3-2．対象校は、別紙 2に示される対象候補サイトの中から、マダガスカル側の優先順位に

配慮しつつ、サイト調査の結果を踏まえて選定することで両者合意した。併せて、サ

イト選定に係るクライテリアについては別紙 4 のとおりとすることで両者合意した。 

3-3．マダガスカル側は、別紙 2に示されている要請校について、学校の土地帰属を証明す

る書類（小学校用地法的登録証明書またはそれに準ずるもの）を７月 10 日までに調

査団あるいは JICA マダガスカル事務所に提出することを約束した。 

 

４．プロジェクトコンポーネント 

4-1．協議の結果、本プロジェクトは基本的に初等教育 5年制を前提に計画策定を行うこと

で、両者合意した。 

4-2．教室の建設と教育家具（児童用机／椅子、教員用机・椅子、黒板、戸棚）、トイレ棟

の整備を最優先とすることとし、サイト調査の結果を踏まえて、各サイトのコンポー

ネントを決定することで両者合意した。 

4-3. 対象サイトに校長室等がない場合にはコンポーネントに含める。併せて、これに必要

となる家具もコンポーネントに含めることで両者合意した。 

4-4．井戸についてはマダガスカル側からその必要性について説明がなされたが、より多く

の教室建設を優先することで両者合意し、本プロジェクトの対象外とすることとした。

給水施設がないサイトまたは既存の給水施設に支障のあるサイトについては、雨水貯

留槽をコンポーネントに含めることを検討する。 

4-5． 塀が必要と判断されたところはマダガスカル側で負担する。 
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4-6. 適切な学校維持管理を実施するためのソフトコンポーネントについては、調査結果を

踏まえて実施の可能性を検討する。 

 

５．日本の無償資金協力制度 

調査団は、日本の無償資金協力制度について以下のとおり説明し、マダガスカル側の理

解を得た。なお、本プロジェクトのサブスキームについては、今回の調査結果を踏まえ、

日本側が最終決定し、7月下旬までにマダガスカル側へ通知することで、両者合意した。 

5-1. マダガスカル側は、別紙 5、別紙 6、別紙 7、別紙 8に記載されている日本のコミュニ

ティ開発支援無償資金協力制度について十分理解した。 

5-2．マダガスカル側は、別紙 9-１、9-2 に記載されている日本の一般プロジェクト無償資

金協力制度について十分理解した。 

5-3. マダガスカル側は、無償資金協力が実施される場合、プロジェクトの円滑な実施のた

めに別紙 10 に記載されているとおりの必要な措置を行う。 

 

６．プロジェクト実施のフレームワーク 

調査団は、本プロジェクト実施のフレームワークについて以下のとおり説明した。 

6-1．無償資金協力が閣議によって承認の後、交換公文（E/N）が日本国政府とマダガスカ

ル側政府の間で署名され、引き続きJICAとマダガスカル側政府との間で贈与契約（G/A）

が締結される。G/A は支払条件、被援助国の責務、調達条件といった、当該プロジェ

クトの実施に必要とされる条項を定めるものである。 

6-2．本プロジェクトがコミュニティ開発支援無償資金協力制度で実施される場合、交換公

文（E/N）及び贈与契約（G/A）が締結された後、マダガスカル側政府は日本の調達代

理機関と調達代理契約の締結を行う。 

 

７．協議会 

7-1．プロジェクトの円滑な実施のために、マダガスカル側関係機関と JICA の代表者で構

成される協議会を設置することで両者合意した。協議会のメンバーは以下の通りであ

る。 

（１）国民教育省の代表 

（２）財務省の代表 

（３）JICA マダガスカル事務所の代表 

7-2．協議会は、進捗確認、技術的確認事項、調達に関する事項などプロジェクトに関連し

提起されるあらゆる事項を協議するために定期的に開催する。 

 

８．免税措置 

8-1. 調査団はマダガスカル側の免税措置の確実且つ迅速な実施を求め、マダガスカル側は

これに合意した。 
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8-2. 本プロジェクト実施にかかる税金は、基本的に免税となるが、今回の日本側にとって

の「免税」は、マダガスカル側（国民教育省）の「税金の負担」を意味することを確

認した。マダガスカル側の税金の負担は工事の進捗や品質に大きく影響することから、

円滑且つ適切に行われる必要があることを双方は確認した。 

8-3．本プロジェクトがコミュニティ開発支援無償資金協力制度で実施される場合、マダ

ガスカル側の税金は「アンツィラナナ州およびトリアラ州小学校建設計画（前プロ

ジェクト）」と同様に、基本的に別紙 11 の手続きで行われることを確認した。なお、

一般プロジェクト無償資金協力制度で実施される場合は、別途双方で関係機関の役

割や手続き等を確認することで合意した。 

 

９．環境社会配慮 

両者は、本プロジェクト実施に際し、マダガスカル政府の環境社会配慮に関する法令・

規定及び JICA が規定する環境社会配慮ガイドラインの双方を遵守して実施する必要がある

ことを確認した。 

 

１０．調査のスケジュール（予定） 

10-1 本調査団は、引き続き 2014 年 7 月 12 日まで調査を継続する。 

10-2. マダガスカルでの現地調査結果を踏まえ、調査団は 2014 年 11 月頃まで日本で国内

解析を行う。JICA は、11 月下旬頃にマダガスカルへ概略設計概要書説明調査団を派

遣する。 

 

１１．その他協議事項 

11-1. 先方負担事項 

    マダガスカル側は、別紙 10 に記載のマダガスカル側負担事項について、適切な時期

に実施すること、そのために必要な予算措置を行うことを約束した。また、マダガス

カル側による負担が必要な事項については、調査団（コンサルタントチーム）が 2014

年 7 月 7 日までにその具体的内容を提示し、その目安となる金額をマダガスカル側と

協議することとした。その協議結果に基づき、マダガスカル側は必要となる予算措置

を必要とされる期限内に開始することを合意した。なお、両者はマダガスカル側負担

事項の内容と目安となる金額が、その後コンサルタントが行う国内解析の結果、修正

される可能性があることを了承した。 

11-2．運営・維持管理 

マダガスカル側は建設される施設の運営・維持管理に必要な予算措置を講ずることを

約束した。 

11-3．教員配置 

     マダガスカル側は教室の増設に伴い必要となる教員や管理部門の職員を確実に配置

することを約束した。マダガスカル側は対象となる小学校の児童数及び教員数に関す
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る情報を 2014 年 7 月 2 日までに調査団に提出することを約束した。 

11-4. 関係機関間の情報共有について 

プロジェクトの計画策定に向けて最も適切な準備が可能となるよう、マダガスカル側

は本プロジェクトに関する情報を、国民教育省内及びアツィナナナ県地方教育局、ト

アマシナ I、トアマシナ II、ブリッカビル、バトマンドリの学区事務所等の全ての関

係機関の間で十分に共有することを約束した。 

11-5. 必要情報の提出 

調査団はインセプションレポートに添付されている質問票に対して 2014 年 7 月 2 日

までに回答文書を調査団（コンサルタントチーム）に提出するようマダガスカル側に

依頼し、マダガスカル側はこれを了承した。 

11-6．マダガスカル側はプロジェクト邦人関係者に対する十分な安全対策を措置すること

を約束した。 

11-7．本調査団のコンサルタントチームは、ミニッツ署名以降の調査を通じて明らかとな

った主要事項について、現地最終協議時にテクニカルノートに取り纏め、マダガスカ

ル側と確認する。 

 

別紙 1：国民教育省組織図 

別紙 2：マダガスカル側調査対象サイトリスト及び優先順位 

別紙 3：対象候補サイト位置図 

別紙 4：対象候補サイト選定クライテリア 

別紙 5：コミュニティ開発支援無償資金協力制度概要(Grant Aid for Community Empowerment 

of the Government of Japan (Provisional)) 

別紙 6：コミュニティ開発支援無償資金協力における実施の流れ(Implementation Flow of 

Japan’s Grant Aid for Community Empowerment after E/N and G/A) 

別紙 7：コミュニティ開発支援無償資金協力における手続きの流れ(Flow Chart of Japan’s 

Grant Aid Procedures for Community Empowerment) 

別紙 8：コミュニティ開発支援無償資金協力における資金の流れ(Flow of Funds for 

Implementation under the Japan’s Grant Aid for Community Empowerment) 

別紙 9-1：一般プロジェクト無償の制度概要(Japanese Grant Aid (Provisional)) 

別紙 9-2：無償資金協力手続きのフローチャート(Implementation Flow of Japanese Grant 

after E/N and G/A) 

別紙 10：被援助国の求められる主な措置(Major Undertakings to be Taken by Each 

Government) 

別紙 11：免税措置にかかる手続き 
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和文仮訳 

マダガスカル共和国 

第四次小学校建設計画 

協力準備調査 

協議議事録 

 

 マダガスカル国政府より提出された要請に基づき、日本政府は「第四次小学校建設計」（以

下「プロジェクト」と称する）に関する協力準備調査を行うことを決定し、同調査の実施 

を独立行政法人国際協力機構（以下「JICA」と称する）に委託した。 

 

JICA は 2014 年 6～7 月に現地調査Ⅰを実施し、本プロジェクトの要請内容の確認や事業

計画策定に必要な情報収集を行った。その後、調査結果を踏まえて、日本で事業計画の検

討を行い、協力準備調査報告書（案）を作成した。 

 

今般、JICAは協力準備調査報告書（案）の内容をマダガスカル国側に説明し、またその

内容に関する意見を聴取するため、2012年11月30日から12月5日まで、西本玲を団長とする

協力準備調査（現地調査Ⅱ）調査団（以下、「調査団」と称する）を派遣した。 

 

 協議及び現地調査の結果、両者は付属書に記載された主要な項目を確認した。 

 

マダガスカル共和国アンタナナリボ市 2014 年 12 月 4 日 

 

 

   

西本 玲 

団長 

協力準備調査（現地調査II）団 

独立行政法人国際協力機構 

マダガスカル支所 所長 

 

 

 

 

Rolland Justet RABESON 

次官 

国民教育省 

マダガスカル国 

ANDRIAMBOLOLONA Vonintsalama 

次官 

財務省計画予算局 

マダガスカル国 
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付属書 

 

１．協力準備調査報告書（案）の内容 

マダガスカル国側は、調査団によって説明された協力準備調査報告書（案）の内容に関

して合意し、これを受け入れた。 

 

２．日本の無償資金協力制度 

調査団は、2014 年 6 月 17 日に両者が署名した協議議事録の別紙 5～9 のとおり、日本の

コミュニティ開発無償資金協力及び一般プロジェクト無償の制度概要の説明を行い合意し

ていたが、今般日本側での協議の結果、コミュニティ開発無償資金協力制度により実施す

ることとしたため、同制度や仕組みについて改めてマダガスカル国政府側に説明し、マダ

ガスカル国側はこれを了解した。 

 

３．本プロジェクトの対象施設・機材 

 調査団は、本プロジェクトの協力対象となる施設・機材内容（別紙１）について説明し、

マダガスカル国側はこれを改めて了解した。 

 

４．ソフトコンポーネント 

 調査団は、本プロジェクトにおいてソフトコンポーネントを別紙２のとおり実施するこ

とを説明し、マダガスカル国側はこれを了解した。 

 

５．プロジェクトの概算事業費 

調査団は本プロジェクトの概算事業費（別紙３）について説明した。双方は概算事業費

について受注者決定まで関係者以外の第三者に開示しないことを確認した。調査団は、概

算事業費は概算であり変更する可能性があることを説明し、マダガスカル国側はこれを了

解した。 

 

６．マダガスカル国側負担事項 

調査団は、本プロジェクトの実施にあたって必要となるマダガスカル国側負担事項の内

容（別紙３）及び事業実施工程案（別紙４）について説明した。マダガスカル国側は、ス

ケジュールに則って本体工事が遅延しないよう、本案件成果が十分に活用されるよう、か

かる事項の実施に必要な予算を確保し、確実に実施することを確約した。 

 

７．運営・維持管理の遵守 

 マダガスカル国側は、建設が終了するまでに、本計画の実施に伴い追加で必要となる人

員を配置することを確約した。また、運営・維持管理体制の確立や運営・維持管理に必要
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な予算の確保・配分を遅滞なく実施することを確約した。 

 

８．秘密保持 

双方は、本プロジェクトに関連するあらゆる資料をプロジェクトの入札終了まで関係者

以外の第三者に、本プロジェクトの入札に関する技術資料に係る情報を開示しないことを

確認した。 

 

９．今後の予定 

JICA は本協議結果に基づいて最終報告書を完成させ、マダガスカル国政府側に 2015

年 5 月中に提出する予定である。 

 

１０．その他 

１）免税措置 

マダガスカル国側は本プロジェクト実施のため、調達代理機関及び本邦コンサルタント、

現地企業の業務及び業務に要する物品の購入ならびに契約行為に対する必要な免税措置（免

税とはマダガスカル国政府が予算措置を通じて税金を負担または還付することを意味する）

を講じることを確約した。またマダガスカル国側は、本プロジェクトに係る免税手続きの

円滑かつ迅速な実施のために、免税手続きに必要な便宜を図ることを了解した。 

なお、日本側にとっての「免税措置」はマダガスカルの国民教育省側の「税金の負担」

を意味するが、今後両国政府間で署名予定の交換公文においては、日本側に対する免税措

置として記載することを説明し、マダガスカル国側はこれを了承した。 

 

 

 

別紙１：対象施設・機材リスト 

別紙２：概算事業費 

別紙３：マダガスカル国側負担事項 

別紙４：事業実施工程表 
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別紙 1 対象施設・教育家具等に係るリスト 

（１） 学校別対象施設 

 

 

（２） 教育家具 

室名 家具名 （ ）内は数量、1室当り 

教室 
生徒用 2人掛け机+ ベンチ：（25）、教員用机：（1）、 
教員用椅子：（1）、戸棚：（1） 

校長室 
校長用机：（1）、校長用椅子：（1）、打合せ用椅子：（3）、戸棚：（1）、
掲示板：（1） 

倉庫 書籍等保管用棚：（1） 

 

 

1 1 BRICKAVILLE Brickaville EPP Brickaville 4 1 1 5

9 3 BRICKAVILLE Mahatsara EPP Antsampanana 3 1 1 5 1

13 4 BRICKAVILLE Mahatsara EPP Ampitabe 2 1 1 3 1

29 8 BRICKAVILLE Mahatsara EPP Ambodiriana 2 0 0 3

11 3 3 16 2

6 2 VATOMANDRY Vatomandry EPP Vohitsara 4 0 0 5

10 3 VATOMANDRY Vatomandry EPP Ambilakely 3 0 0 5

18 5 VATOMANDRY Tsarasambo EPP Ambodivontaka 3 1 1 5

22 6 VATOMANDRY Ambodivoananto EPP Ambodivoananto 2 0 0 3

26 7 VATOMANDRY Ilaka - Est EPP Ilaka-EST 2 0 0 3

30 8 VATOMANDRY Niarovana Caroline EPP Mahatsara 3 1 1 5

17 2 2 26 0

3 1 TOAMASINA II Antetezambaro EPP Analamalotra 6 1 1 7

7 2 TOAMASINA II Ampassimbe Onibe EPP Ambalahasina 6 1 1 7 1

11 3 TOAMASINA II Salazamay EPP Ambalamanasy 3 1 1 5 1

15 4 TOAMASINA II Salazamay EPP Ambodisaina 8 1 1 9

23 6 TOAMASINA II Antetezambaro EPP Antetezambaro 2 0 0 3 1

43 11 TOAMASINA II Ampasimbe Onibe EPP Ampasimbe Onibe 4 1 1 5

50 13 TOAMASINA II Ampasimbe Onibe EPP Hotsika 6 1 1 7

35 6 6 43 3

4 1 TOAMASINA I Toamasina I EPP Zoto 5 1 1 7

8 2 TOAMASINA I Toamasina I EPP Tsiry 2 0 0 3

20 5 TOAMASINA I Toamasina I EPP Todivelona Raphael 14 1 1 15

24 6 TOAMASINA I Toamasina I EPP Dépôt Analakininina 2 1 1 3

28 7 TOAMASINA I Toamasina I EPP Valpinson 4 0 0 5

32 8 TOAMASINA I Toamasina I EPP Manangareza 5 1 1 7

36 9 TOAMASINA I Toamasina I EPP La Foire 5 0 0 7

40 10 TOAMASINA I Toamasina I EPP Androranga 3 1 1 5

44 11 TOAMASINA I Toamasina I EPP Ambohijafy 6 0 0 7

48 12 TOAMASINA I Toamasina I EPP La Poudrette 4 0 0 5

50 5 5 64 0

合　計 113 16 16 149 5

優
先
順
位

（

5
0
サ
イ
ト
）

優
先
順
位

（

シ
ス
コ
内
）

学区 コミューン 学校名

教
室

校
長
室

倉
庫

ブ
ー

ス
数

教室棟 トイレ
雨
水
貯
留
槽
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別紙 2 概算事業費 

 

 

施工・調達業者契約認証まで非公表。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）マダガスカル国側負担経費  

 マダガスカル国側負担経費内訳 

   費目 金額（MGA） 日本円換算（円） 

敷地整備 3,200,000 142,000 

ソフトコンポーネント実施費用 270,000 12,000 

施設建設に係る実施費用 7,763,000 343,000 

銀行手数料 19,305,000 854,000 

合計 30,538,000 1,351,000 

 
 
なお、上述額は 2014 年 6 月～7 月の現地調査時に得た情報を基に、日本側が試算した概

算額である。 
 

（３） 積算条件 

⑤ 積算時点 ：平成 26 年 7 月 

⑥ 為替交換レート ：1ユーロ＝141.57 円 

 ：1 現地通貨（MGA）＝0.044237 円 

⑦ 施工・調達期間 ：工事の期間は業務実施工程に示したとおり。 

⑧ その他 ：積算は、日本国政府の無償資金協力の制度を踏まえ

て行うこととする。 
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別紙 3 マダガスカル国側負担事項 

 

本プロジェクトを日本国のコミュニティ開発支援無償資金協力で実施する上で、マダガス

カル国政府が負担すべき項目は下記のとおりである。 

 

(1) 本プロジェクトに必要な土地を用意し、教育省が建物を建設する権利を確保すること 

(2) 本プロジェクトの実施に先立ち、既存施設及び障害物の解体撤去工事、及び移設

を実施すると共に、整地を行うこと（但し、本プロジェクトの施設の建設位置に

ある障害物の解体・撤去工事については、着工までに実施されなかった場合、工

事を遅延なく行うために日本側負担で実施する。表３-１４参照）。 

(3) 工事完成後に囲い塀の新設または補修、門扉の設置、造園、その他付属的な外構

工事を実施すること 

(4) 日本にある銀行との銀行取り決めに基づき、包括的支払い授権書に係る通知手数

料、及び支払手数料を負担すること 

(5) プロジェクトに使用される資機材の輸入、通関が速やかに実施されるよう、必要

な措置を講じること 

(6) 調達代理契約及び調達代理機関と交わす各契約に基づいて、本プロジェクトに携

わる個人または法人に対し、マダガスカル国への入国並びに滞在に必要な便宜を

供与すること 

(7) 日本側への免税処置として、マダガスカル政府が本事業に関する全ての税金を負

担すること 

(8) マダガスカル国側負担事業の未実施によって生じる損害賠償を負担すること 

(9) 本プロジェクトで供与される施設機材を適切かつ効果的に使用し維持すること 

(10)本プロジェクトの範囲内で日本のコミュニティ開発支援無償資金協力によって負

担される費用以外の全ての費用を負担すること 
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              計画対象校別先方負担工事リスト 

   

  

 

 

 

CISCO コミューン ID 学校名 撤去を要する障害物
障害物の大きさ

（m×m）
造成を要するサイト

20×9

 21×9

Mahatsara BR-3 EPP Antsampanana 樹木 H=3 -

Mahatsara BR-4 EPP Ampitabe 樹木 H=5 ✓

Mahatsara BR-8 EPP Ambodiriana 木造建物+基礎 14×10 -

Vatomandry VA-2 EPP Vohitsara 木造建物+基礎 15×7 -

Vatomandry VA-3 EPP Ambilakely - - -

Tsarasambo VA-5 EPP Ambodivontaka 樹木 H=3 -

Ambodivoananto VA-6 EPP Ambodivoananto - - -

Ilaka - Est VA-7 EPP Ilaka-EST - - -

Niarovana Caroline VA-8 EPP Mahatsara - - -

Antetezambaro T2-1 EPP Analamalotra 樹木 H=7 -

Ampassimbe Onibe T2-2 EPP Ambalahasina - - -

Salazamay T2-3 EPP Ambalamanasy 木造建物+基礎 8.4×12 -

Salazamay T2-4 EPP Ambodisaina -

木造建物+基礎 17×8

フラッグポール -

樹木 H=12

6×9.5

13×9.0

樹木 H=3

木造建物+基礎 5×12

樹木 H=7

コンクリートスラブ 5.5 ｘ 5

樹木 H=15
Toamasina I T1-2 EPP Tsiry - - -

Toamasina I T1-5 EPP Todivelona Raphael 基礎 15×6 -

7.2×6.4

4.3×5.5

フラッグポール -

樹木 H=8

3 X 9.5

5×5

樹木 H=8、2本

バスケットボールコート -

樹木 H=8、2本 H=3

バスケットボールコート -

樹木 H=10、 H=8

Toamasina I T1-10 EPP Androranga - - -

Toamasina I T1-11 EPP Ambohijafy バスケットボールコート 31×17 -

Toamasina I T1-12 EPP La Poudrette - - -

Toamasina I T1-8 EPP Manangareza -

Toamasina I T1-9 EPP La Foire -

Toamasina I T1-6 EPP Dépôt Analakininina

木造建物+基礎

-

Toamasina I T1-7 EPP Valpinson
木造建物

-

-

Ampasimbe Onibe T2-13 EPP Hotsika -

T
oa

m
as

in
aⅡ

Toamasina I T1-1 EPP Zoto -

V
at

om
an

dr
y

T
oa

m
as

in
aⅠ

Antetezambaro T2-6 EPP Antetezambaro -

Ampasimbe Onibe T2-11 EPP Ampasimbe Onibe
木造建物+基礎

B
ri
ck

av
ill

e

Brickaville BR-1 EPP Brickaville 木造建物+基礎 -
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別紙 4 事業工程表 

 

 

 

 

5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

- - - - - 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41

▲

▲

▲

▲

詳細設計 　　概要説明／詳細設計

入札・契約　⋆2)

建設工事　⋆2)

入札・発注　⋆2)

家具搬入　⋆2)

現地調査Ⅰ

閣議（予定）

E/N・G/A

⋆1)調達代理契約

2015 2016 2017 2018

現地調査Ⅱ（概要説明調査）

国内解析

2014

⋆1)コミュニティ開発支援無償においては、調達代理機関を活用する。

⋆2)コミュニティ開発支援無償においては、建設工事を2つのグループに分けて実施する。

コンサルタント契約

施設

家具

詳細設計1／詳細設計2

5
8



 

 

 

 

資料 5 ソフトコンポーネント計画書 

 

マダガスカル国第四次小学校建設計画準備調査 

ソフトコンポーネント計画書 

 

１．ソフトコンポーネントを計画する背景 

１－１．先行案件におけるソフトコンポーネントの成果と課題 

１－１－１．「第二次小学校建設計画」「（以下、「第二次計画」と言う：一般無償） 

（１）活動 

 アンタナナリボ州 13 校、及びマジュンガ州 35 校のうち、20 校を対象モデル校に選定し

て、ソフトコンポーネントが実施された。 

 目標は、学校運営委員会（以下、「FAF82」と言う）の施設維持管理に係る財務体制、維持

管理体制の確立、また、学区事務所（以下、「CISCO」と言う）が、各 CISCO 内ソフトコン

ポーネント対象外の小学校の、資金運営を含めた施設維持管理体制整備を促進することで

あった。 

 活動としては、①FAF が「学校の現状と将来のニーズを理解する」ための研修・訓練、②

FAF が「自ら施設診断をし、学校の維持管理計画を立案する」ための研修・訓練、③FAF が

「学校の運営計画・予算計画を立案する」ための研修・訓練、④FAF の会計担当者に対する

学校会計に関する研修・訓練がなされている。 

 

（２）成果と課題83 

ソフトコンポーネントを通じて、FAF による学校施設の維持管理上の問題を定期的に話し

合う総会の開催、保護者の学校に対するオーナーシップの向上、及び FAF 資金の使途を住

民に報告するなど資金の透明化確保がなされた。 

一方、地方教育事務所（以下、「DREN」と言う）、CISCO へのモニタリング予算、FAF 資金

の減少、FAF メンバー内のソフトコンポーネントに係る研修受講者の異動等により、FAF 活

動に関するモニタリングや FAF の活動自体が停滞する等の課題も確認された。 

 

１－１－２．「アンツィラナナ州・トリアラ州小学校教室建設計画」（以下、「第三次計画」

と言う：旧コミュニティ開発支援無償） 

（１）活動 

建設対象の全ての学校（64 校）を対象とし、各校の FAF の維持管理体制整備、本プロジ

ェクト対象 CISCO が学区内の他の小学校にソフトコンポーネント成果を活用、一般化する

                             
82 実際には「学校開発パートナーシップ（仏語）」のマダガスカル語訳の略語。但し、“FAF”はマダガスカ

ル語で「捨てる」という意味の言葉と同音であったこと、及び学校運営委員会内での資金管理チェック体

制強化の必要性等に鑑み、制度を改める意味において、”FEFI”（Farimbon Ezaka ho Fampandrosoana Ifotony）

に改名予定。“FEFI”とは、マダガスカル語で「取り囲む」という言葉と同音である。なお、本件に関し、

新たに政令が発せられる予定。 
83「平成 24 年度案件別事後評価：パッケージⅢ⁻6 マダガスカル国」（2013,JICA）より。 
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ことにより、国全体のソフトコンポーネントとして定着させる、トイレ使用に係る衛生教

育の研修をライフスキルの一環として行う、ことが目標とされていた。 

活動としては、①第二次計画で作成した調査票、マニュアル、漫画・動画の見直し、②

研修・訓練、③学校における現状調査（モニタリング）と分析、④評価、が実施された。 

 

（２）成果と課題84 

第二次計画と同様、ソフトコンポーネント活動により FAF 総会の開催、保護者の学校に

対するオーナーシップの向上、更には、FAF 資金の管理上の透明性確保といった FAF 機能強

化に係る一定の成果が確認された。 

しかしながら、モニタリング予算や FAF 資金の減少等により、FAF に係るモニタリングや

活動自体が停滞した。また、その後、ソフトコンポーネント対象校の FAF のうち、施設の

維持管理に関与しているのは半数強程度に留まっている状況である。 

 

１－２.本プロジェクト対象校における現状と課題 

先行案件の現状、及び本プロジェクト調査対象校における現地調査の結果、以下が確認

された。 

（１）運営・維持管理に係る予算 

教育省から（DREN 経由）配賦される学校予算は、基本的には FAF により運用・管理され

ることになっている。FAF に関しては、2002 年に制定された政令により各校において設置

が義務付けられている。今般の調査対象校全てにおいて、FAF の存在が確認された。但し、

2009 年の政変の影響により、2009/10 年度を最後に、FAF 資金(学校基金)の全国一律支給は

なされていない85。その代わりになるような形で、一時、UNICEF 支援により地方触媒基金（以

下、「FCL」と言う）が各校に配賦されたが86、1-2 年程度の期間の実施に留まった。2012/13

年度及び 2013/14 年度に関しては、国家予算確保が困難であったため、教育省から各校へ

の予算支給はなされ得なかった。しかしながら、新政権発足の下、2014/15 年度に関しては、

新学年開始前に各校に配賦される予定である。 

一方、各校においては、各家庭から一定額を徴収し、学校運営・維持管理に充てている。

年間の徴収額は地域や学校により異なるが、調査対象校の平均的な年額は 8,300MGA87程度で

あった。但し、貧困により支払いができない家庭も少なくないのが実情である。 

 

（２）体制 

マダガスカルの地方教育行政機関として、地方教育局（以下、「DREN」と言う）、CISCO、

及び町村レベルに当たる地区教育事務所（以下、「ZAP」と言う）がある。小学校の場合は、

                             
84 「平成 24 年度案件別事後評価：パッケージⅢ⁻6 マダガスカル国」（2013,JICA）より。 
85 2010/11 年度には一部の地域には配賦されている。しかし、手続き上の問題により、実際に資金が学校

側に入ったのが 2013/14 年度になってからというケースが複数ある。なお、FAF は各校の児童数に応じて

支給額が決められる（当時、年間 2,000MGA/児童であった）。 
86 FCL の場合、各校の条件に合わせた定額支給となっている（学校により異なるが約 40 万 MGA/年程度）。 
87 2014 年 8 月現在、JICA 統制レートによれば「MGA1=￥0.041」。 
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CISCO を中心とし、CISCO 担当者によるモニタリングの他、ZAP 長がそれぞれ管轄下の学校

を巡回視察・指導し、状況報告を CISCO に上げている。 

学校運営・維持管理については、上述のとおり、FAF を中心にその役割を担うことになっ

ているが、ここ数年は管理すべき資金が政府から配賦されなかったことにより、当該組織

は有名無実化している。このように FAF が機能していないことから、実質、保護者会（以

下、「FRAM」と言う）が学校運営・維持管理に係る役割を担っている。FRAM は、FAF が公式

に設置される以前から、自然発生的に発足し、且つ自発的に学校運営の円滑化に貢献して

きた。具体的には、先述のとおり、教員不足を補うべく FRAM 教員を採用したり、教室不足

やサイクロン被害の折には仮設教室の設置を行ったりしている。 

 

（３）清掃・メンテナンス 

施設の清掃については、調査対象校全てにおいて定期的な清掃活動が行われていること

が確認された。その主な担い手は児童であり、学校によっては教師、或いは保護者が関与

している場合もある。一部例外は見受けられたものの、各校では、総じて清掃が行き届い

ており、トイレを含め学校施設は清潔に保たれている。また、他国で多く見られるドアや

机の落書きも、特に目に留まるようなものは認められなかった。更に、それぞれ植栽がな

され、環境美化に取り組んでいる様子が窺えた。 

但し、外部からの侵入者によりトイレが使われる、それを回避するために常に施錠する

必要性が生じているなどといった事態が少なからず見受けられた。その上、外部侵入者や

児童によりトイレが壊されるといったケースも複数認められた。 

一方、簡易な教育家具や施設の補修等については、FRAM が限られた資金の中で活動を展

開していることが確認された。 

 

（４）先行案件のソフトコンポーネント実施校調査 

 今回調査を実施した第 2次案件対象校のある小学校は、ソフトコンポーネントの実施

対象校ではなかった。しかしながら、教員全員が日々留意して維持管理に取り組んでおり、

教室、トイレ、校庭等、総じて清掃が行き届いていた。廊下はゴミ箱の設置のみならず、

植栽もされており、環境美化が図られていた。また、施設も、老朽化により使用できなく

なった箇所以外、特に破損、或いは落書きなどは認められなかった。資金に関しては、政

変以降、政府からの予算配賦は不定期で、2013/14 年度は皆無であった。従って、学校独自

に施設レンタル（建物及び敷地を駐車場としてなど）等による収入などでやり繰りしてい

るとのことであった。同時に、各家庭から年間 20,000MGA を徴収し、FRAM 教員給与や施設

のメンテナンス等に充てている。 

 また、第 3次案件対象の小学校では、当時教員だった人材が校長に昇格していた。しか

し、同校長にはソフトコンポーネント研修やマニュアルに関する認識はなかった。但し、

改善の余地が残されているトイレの清掃状況以外、現在も各教室は良好な状態にあり、教

室や校庭などの清掃は行き届いていた。また、FAF に関する政府資金がないため、例えばス
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ープを作って近隣住民に販売するなどして資金確保に努めている。加えて、各家庭から年

間 7,500MGA を徴収し、学校運営・維持管理や FRAM 教員給与等に充てている。 

 

１－３．ソフトコンポーネントの必要性 

全ての調査対象校において FAF の設置が確認された。しかしながら、その主な役目であ

る資金管理につき、管理するための政府からの予算配賦がないことで FAF は実質殆ど機能

しておらず、また、資金不足から電気や水が止められるなど、施設の維持管理体制を含め

た課題が浮き彫りとなった。また、先に記載の通り、教室不足や、サイクロン被害の際に

は、FRAM の支援により仮設教室が設置され、また、教員不足に関しては、地元で採用され

た教員給与に対応するなど、FAF 機能低下により、FRAM の担う役割が一層大きく、且つ負

担が増大していることが明らかとなった。一方で、FAF と FRAM が協力関係にない学校も少

なからず見受けられた。 

 FAF のメンバーとしては、本来、保護者以外にも、地域住民、児童代表、経済団体、慈善

団体（個人）、NGO などが含まれることが求められているが、コミュニティの巻き込みが総

じて少ないことが確認された。過去の無償案件を含めた各校の事例によれば、施設のレン

タルや、食品等の販売などで独自に資金確保に努めている学校がある一方、特に、地方、

或いは貧困地域においては、地域住民自体に余力がなく、学校運営に関与し得ないなど、

地域間格差も認められた。 

 このように財政難による予算配賦のような外的要因と、学校施設の維持管理体制や FAF

と FRAM の役割の整理や関係改善等の内的要因などの課題がある。これらの課題が徐々に解

決されなければ、本プロジェクト対象校の維持管理がより適切に行われないことが予想さ

れる。予算確保等の課題解決は難しいものの、ソフトコンポーネントの実施により、学校

施設を取り巻く関係者の意識向上等の内的要因による課題解決は可能であることから、同

課題解決のためソフトコンポーネントを実施する。 

 なお、学校施設の維持管理に係る意識向上を図ると同時に、通学路の整備が児童の安全

な通学を可能にする。財政難により、学校への予算配賦がなされていないことから FAF が

形骸化している学校があるものの、そうした学校においても、児童の保護者を含む住民は

学校教育の果たす役割、すなわち地域の次世代人材育成としての学校の重要性を十分認識

していることから、FAF や FRAM の関係者に加えコミュニティの住民を巻き込んだ通学路整

備を通して、学校を拠点とした地域の生活社会基盤整備を実施することで、FAF、FARM やコ

ミュニティの結束を高めることが期待できる。 

 上記に鑑み、各校に現存する清掃や環境美化といった芳しい意識を継続させ、さらに、

本プロジェクトにより整備された学校が長く清潔に、また良好な状態に保たれるよう学校

運営・維持管理体制を強化する必要性があるものと考える。もっとも、FAF 資金が政府によ

り確保され、定期的に遅延なく各校に支給されることが重要ではある。しかし、少なくと

も本プロジェクト対象校において、FAF 及び FRAM が協力し合い、学校運営・維持管理、更

に、通学路という地域の生活社会基盤整備の一環として、一部の学校を事例に、住民参加
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による通学道路整備に関するパイロット的に取り組めるようなきっかけを、本フトコンポ

ーネントで提供できるよう配慮する。また、各校の状況説明や、実際の学校の状態に関し

ては、校長のリーダーシップ力が大きく影響しているものと考えられる。加えて、ZAP 長や

CISCO によるモニタリングにおける指導についても配慮する。 

 

２．ソフトコンポーネントの目標 

 

上位目標 整備された学校施設が適切に維持管理される。 

目標 整備された学校施設の維持管理に対する意識が向上する。 

 

３．ソフトコンポーネントの成果 

成果１：対象各校において、学校施設の維持管理・衛生の重要性が理解される。 

成果２：対象各校において、学校施設の維持管理方法に係る知識が醸成される。 

成果３：パイロット活動対象校において、住民参加型による通学路整備により、FAF や

FRAM の結束力が高まる。 

 

 なお、本ソフトコンポーネント実施に当たっては、既存のソフトコンポーネント用マニ

ュアルなどについて適宜活用することとする。 

また、通学路整備にあたっては、小規模園芸農民組織による道路整備マニュアル（JICA

ケニア国における小規模園芸農民組織強化・振興ユニットプロジェクト）の活用を検討す

る。 

成果 活動 達成度確認方法 

1．対象各校において

学校施設の維持管

理・衛生の重要性が

理解される 

①講習会を通じた、校長、教員代表、FAF 議長、

FRAM(代表 2人)といった学校関係者に対する

学校施設の維持管理・衛生に関する意識向上 

 

・「2.」の講習会出席者リスト

・講習会出席者へのアンケート

2．対象各校において

学校施設の維持管理

方法に係る知識が醸

成される  

①簡易なメンテナンス、及び予防的維持管理

を含む運営・維持管理に関する学校活動計画

策定のためのマニュアル改訂：既存の運営・

維持管理（衛生面含む）マニュアルを基に改

訂する。 

②上記マニュアルに関する講習会の実施 

③上記講習会における技術的観点からの説明 

・改訂版マニュアル 

・講習会出席者リスト 

・講習会出席者へのアンケート
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４．成果達成度の確認方法 

 上記３．のとおり。 

 

５．ソフトコンポーネント活動 

（１）対象者 

本プロジェクトの計画対象全校の、校長、教員、FAF、FRAM などといった学校関係者を対象

とする。 

 なお、学校施設建設は 2 グループに分けて実施される。本ソフトコンポーネントにおけ

るグループ分けは、学校施設建設と同様に以下のとおり。但し、G1 の場合、トアマシナⅠ

とトアマシナⅡの両学区合同で講習会を実施する。会場については、トアマシナⅡの CISCO

とする。 

 通学路整備・維持管理（パイロット）は、G2 の TⅡ-13 の 1 校を対象として行う。 

 

第 1 グループ（以下、「G1」と言う）:15 校 

CISCO 内

対象校数 
CISCO コミューン 

 ID 
小学校名 

1 ToamasinaⅠ ToamasinaⅠ TⅠ-5 EPP Todivelona Raphael 

1 

ToamasinaⅡ 

Antetezambaro TⅡ-1 EPP Analamalotra 

2 Salazamay TⅡ-3 EPP Ambalamanasy 

3 Salazamay TⅡ-4 EPP Ambodisaina 

4 Antetezambaro TⅡ-6 EPP Antetezambaro 

1 

Bricaville 

Brickaville B-1 EPP Brickaville 

2 Mahatsara B-3 EPP Antsampanana 

3 Mahatsara B-4 EPP Ampitabe 

4 Mahatsara B-8 EPP Ambodiriana 

1 

Vatomandry 

Vatomandry V-2 EPP Vohitsara 

2 Vatomandry V-3 EPP Ambilakely 

3 Tsarasambo V-5 EPP Ambodivontaka 

4 Ambodivoananto V-6 EPP Ambodivoananto 

3．パイロット活動

対象校において、住

民参加型による通

学路整備により、

FAF や FRAM の結束

力が高まる。 

①講習会・デモンストレーションを通じた校

長、教員代表、FAF 議長、FRAM などといった

学校関係者に対する現地材料を利用した労働

集約的通学路整備に関する意識向上 

②維持管理作業研修 

③学校組織やマダガスカルの道路管理体制、

現地調達可能材料の特性を反映させマニュ

アルの作成 

・講習会・デモンストレーショ

ン出席者リスト 

・維持管理作業後に学校関係者

の作成するアクションプラン 

・維持管理作業研修参加者リス

ト 

・マニュアル 

・アンケート 
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5 Ilaka - Est V-7 EPP Ilaka-EST 

6 Niarovana Caroline V-8 EPP Mahatsara 

 

第 2 グループ（以下、「G2」と言う）:12 校 

CISCO 内

対象校数 
CISCO コミューン 

ID 
小学校名 

1 

ToamasinaⅠ 

ToamasinaⅠ TⅠ-1 EPP Zoto 

2 ToamasinaⅠ TⅠ-2 EPP Tsiry 

3 ToamasinaⅠ TⅠ-6 EPP Dépôt Analakininina 

4 ToamasinaⅠ TⅠ-7 EPP Valpinson 

5 ToamasinaⅠ TⅠ-8 EPP Manangareza 

6 ToamasinaⅠ TⅠ-9 EPP La Foire 

7 ToamasinaⅠ TⅠ-10 EPP Androranga 

8 ToamasinaⅠ TⅠ-11 EPP Ambohijafy 

9 ToamasinaⅠ TⅠ-12 EPP La Poudrette 

1 

ToamasinaⅡ 

Ampassimbe Onibe TⅡ-2 EPP Ambalahasina 

2  Ampasimbe Onibe TⅡ-11 EPP Ampasimbe Onibe 

3 Ampasimbe Onibe TⅡ-13 EPP Hotsika 

 

（２）実施時期  

【学校施設の運営・維持管理活動】 

・第 2グループの工事着工後、ソフトコンポーネント活動前までに、ローカルリソース（NGO/

コンサルタント）の調達、既存マニュアルの改訂検討、及びアンケート案作成を行う。 

≪G1≫ 

・ソフトコンポーネントの立ち上げとして、改訂版マニュアルを基に、DREN 及び各 CISCO

（必要に応じて ZAP 長含む）とその内容につき協議する。特に、2009 年の政変以降、混乱

が続いたマダガスカルにおいて、教育省本省、DREN、CISCO、ZAP、学校のいずれのレベル

においても、予算や資金確保の面など様々な負の影響が及んでおり、学校運営・維持管理

体制等についても脆弱な状態に陥っている。従って、本ソフトコンポーネントに係る詳細、

活動内容、目指す成果などに関し関係者と共通認識を持ち、それぞれの役割を確認の上、

同活動への参画を促す必要性がある。 

・改訂版マニュアルに沿った講習会を対象 CISCO 毎に開催する。但し、トアマシナⅠはト

アマシナⅡにおける活動に参加（G1 対象校のみ）。 

 

≪G2≫ 

・G1 と同様、改訂版マニュアルを基に対象 CISCO 毎に講習会を実施する。 
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【通学路整備・維持管理活動（パイロット）】 

・第 2グループ建設工事開始の乾季に、整備対象通学路の調査を行う。 

1) 調査目的は、現地調達可能な資機材の確認、交通車両や交通量の把握、住民参加

による道路整備の仕様の設定、整備計画と積算である。 

2) 上記調査時に、住民による現地材料を利用し労働集約的通学路整備活動の事例紹

介（座学形式）と簡便で小規模な整備のデモンストレーションを行う。 

3) 地方道路管理者やその整備の実態、現地におけるコミュニティ活動を把握する。 

・上記調査の後に、整備対象通学路の実施工事を通した維持管理研修を行う。 

1） 先の調査結果に基づき維持管理研修を行う。 

2) 整備の手法の習得と共に、今後の通学路整備に向けた学校関係者によるアクション

プランづくりを行う。 

3) アンケートを実施し、習得状況等を確認する。 

 

（３）実施体制 

本ソフトコンポーネントの実施主体は、対象小学校を管轄するアツィナナナ県 DREN、対

象各 CISCO、及び関連 ZAP（長）とする｡ 

本邦コンサルタントがソフトコンポーネント管理者として学校施設の運営・維持管理活動

全体の監督を行い、ローカル NGO がソフトコンポーネント管理者からの委託を受けて、フ

ァシリテータとして活動を実施する。また、技術的な観点からは、ローカルコンサルタン

トが、同様に本邦コンサルタントからの委託を受けて活動を実施する。 

一方、通学路整備・維持管理活動に関しては、本邦コンサルタントがソフトコンポーネン

ト管理者及びその補佐として活動全体の監督と調査、研修、デモンストレーションを行う。

ローカル NGO がソフトコンポーネント管理者からの委託を受けて、現地事情や住民の特性

等を踏まえた上で、ファシリテータとして邦人ソフトコンポーネント管理者及び同補佐の

活動を側面支援する。 

 

  以下に実施体制図を示す｡       

                   
 

DREN

CISCO

ZAP

協力

調達代理機関

ソフトコンポーネント

実施主体

ソフトコンポーネント

実施者

校長、教員代表、FAF議長、FRAM代表等

　　　　対　象

(各校の活動において更なる協

力を呼びかける)

管理者（邦人、管理者補
佐含む）

ローカルＮＧＯ
ローカルコンサルタント

(上記以外の学校関係者)

　契約　　　　　　 報告
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（４）活動内容 

活動概要は下記のとおり。 

なお、ローカル NGO/コンサルタントの調達、既存マニュアル改訂案の作成、アンケート

案の作成は G1 の講習会までに実施する。 

また、ローカル NGO/コンサルタントとの現地で打合せ（ソフトコンポーネント実施者（邦

人管理者、ローカル NGO/ローカルコンサルタント）における、活動目的、内容、及び役割

分担の確認含む）、共同作業によるマニュアル改訂、マニュアル印刷・製本、及びアンケー

ト作成については、トアマシナへの移動前に首都において実施する。 

 

【各 CISCO における維持管理・衛生に関する講習会】 

時期 G1・G2:建設竣工後を目途に実施（新学年開始直前、または開始頃） 

期間 

（予定） 

G1：2017 年 10 月頃に随時 

G2：2018 年 10 月頃に随時 

実施場所 G1：トアマシナⅠ・Ⅱ、ブリッカビル、バトマンドリ、合計 3箇所 

G2: トアマシナⅠ、トアマシナⅡ、合計 2箇所 

実施者 管理監督：DREN 長/担当、CISCO 長/担当、ZAP 長、 

ファシリテータ・技術指導：ローカル NGO、ローカルコンサルタント、ソ

フトコンポーネント管理者 

対象者 各計画対象校関係者(校長、教員代表、FAF 議長、FRAM 代表(2 名) 

活動内容 1-1.学校施設の維持管理・衛生マニュアルに基づいた講習会の実施 

1-2.アンケートの実施（講習会前後）  

 

【G2 における通学路整備・維持管理に関する調査、研修（パイロット）】 

時期 G2:建設開始後の乾季：調査及び研修 

期間 

（予定） 

G2：2017 年 8月頃に調査、講習会、デモンストレーションの実施。更に連

続して研修と維持管理に向けたアクションプラン作りを行う。 

実施場所 G2: トアマシナⅡ、T2-13 周辺と幹線道路間の 6.5 km の区間のうち 100～

300ｍ相当の箇所 

実施者 管理監督：DREN 長/担当、CISCO 長/担当、ZAP 長 

ファシリテータ・技術指導：ローカル NGO、ソフトコンポーネント管理者

（補佐含む） 

対象者 トアマシナⅡ、T2-13 学校関係者(校長、教員代表、FAF 議長、FRAM 代表(2

名、コミュニティからの協力者) 

活動内容 1-1.事例紹介のための座学講習会とデモンストレーション、通学路整備計

画 

1-2.通学路維持管理実作業研修、学校関係者による通学路整備アクション

プラン作り  

  

（５）各ステークホルダーの役割 

上記の実施体制を構成する各ステークホルダーの役割を以下に示す。 

ステークホルダー名 役割 

調達代理機関 
1. 本邦コンサルタントとの契約 

2. 施主への報告 

本 ソフトコンポーネ 1. 事前準備 
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邦

コ

ン

サ

ル

タ

ン

ト 

ント 

管理者 

（邦人：管理者補

佐含む） 

1) ローカル NGO/コンサルタントの調達 

2) 既存マニュアル（講習会教材）の精査（翻訳含む） 

3) アンケート（講習会/研修前後等）用質問票案の作成 

2. 活動支援 

1) ステークホルダーとの活動内容の共有、役割分担の確認 

2) 既存マニュアルの改訂・印刷/製本支援 

3) 参加型通学路整備に向けた現地調査 

4) 各種講習会/研修の実施(通学路整備デモンストレーション

含む)/支援（講習会/研修視察） 

5) 各活動に対する助言・指導 

6) 関係機関への報告、今後の活動に向けた引き継ぎと助言 

3. 進捗管理 

1) 各校関係者に対する学校施設の維持管理・衛生関連講習会

の進捗管理 

2) 中間報告書の作成 

3) 最終報告書の作成 

4. 成果確認・報告 

1) 各活動の進捗確認 

2) 講習会/研修実施支援 

3) 成果（アンケート内容含む）の確認 

4) 報告 

ローカル 

NGO 

１．活動準備 

1) ステークホルダーとの活動内容の共有、役割分担の確認 

2) ソフトコンポーネント管理者、ローカルコンサルタントと

共に既存マニュアルの見直し（主に啓発的観点から）、改訂、

及び印刷・製本／マニュアル題材中身の検討及び作成 

3) アンケート（講習会/研修前後等）用質問票の作成（意識・

行動変容への導きを念頭に） 

4) アクションプラン作りに向けた準備 

2．講習会の実施 

1） DREN、CSICO の協力の下、関連自治体、及び対象校への連絡

2） 各校関係者への学校施設の維持管理・衛生関連講習会の実施

（関係者への学校施設の維持管理・衛生に関する活動への参

画促進・啓発） 

3） アンケートの実施（講習会/研修開始直後などに実施するア

ンケートの結果を踏まえ、講習会をファシリテートする） 

4） 通学路整備、維持管理に向けた講習会/研修に係る調整 

5） アクションプラン作りのファシリテーション 

3. 報告 

1)上記に関するソフトコンポーネント管理者への定期報告 

 
ローカル   

コンサルタント 

１．活動準備 

1) 活動内容の共有、役割分担の確認 

2) ソフトコンポーネント管理者、ローカル NGO と共に既存マニ

ュアルの見直し（例えばトイレなど、学校施設の構造的、予

防的維持管理等、技術面からのインプット）、改訂 

5) アンケート（講習会/研修前後）用質問票の作成（施設の構

造、メンテナンス面を念頭に） 

2． 講習会の実施 
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1) 各校関係者への学校施設の維持管理・衛生関連講習会の実施

（学校施設の構造、及び技術的観点からの説明:一部施設の

建設現場写真を用いての説明、及び質疑応答含む） 

2) アンケートの実施（講習会/研修直後などに実施するアンケ

ートの結果を踏まえ、講習会時は技術的な観点から施設の構

造に係る説明や、メンテナンスの仕方等につき助言を行う）

実

施

主

体 

DREN 長/担当、 

CISCO 長/担当、

ZAP 長 

1. 活動全般の把握 

1) 活動内容、役割分担等の確認 

2) 改訂版維持管理マニュアルの確認 

3) 各種講習会/研修等の開催支援、視察 

2. 活動全般における便宜供与 

1) 対象校関係者への連絡支援 

2) アンケートの実施支援 

3) 通学路整備に関するステークホルダー選定 

4) 通学路整備対象校関係者、道路管理者への連絡支援 

対

象

者 

学校関係者 

（校長、教員代表、FAF

議長、FRAM 代表(2 名)

等） 

・各種講習会/研修等活動全般への参加 

・通学路整備参加者選定 

・講習会/研修での習得事項に係る他の各校関係者への情報共有 

・各校における継続的な諸活動の実践 

 

（６）投入計画  

投入計画（人・月）は以下のとおり（詳細は、別添１実施工程表を参照）。 

通学路整備に関しては、邦人管理者に邦人管理者補佐が全行程同行し、一連の作業を

補佐する。 

 

要員 人・月（M/M） 

ソフトコンポーネント管理者（邦人コン

サルタント、管理者補助） 

国内：24 (1.20 M/M) 

現地：99（3.29 M/M) 

ローカル NGO 現地：63 (2.10 M/M) 

ローカルコンサルタント 現地：26 (0.87 M/M) 

合計 7.46 M/M 

注）現地は一月を 30 日、国内は一月を 20 日として算出。 

 

1) ソフトコンポーネント管理者（邦人：管理者補佐含む）の配置期間と活動内容詳細 

【学校施設の運営・維持管理活動】 

段階 活動 国内 現地 

事前準備 

ローカル NGO の調達、連絡業務 2   

既存マニュアル等の精査、改訂箇所の検討 4   

アンケート用質問票案の作成 1   

G1: 施設の

維持管理・

衛生関連講

習会 

東京⇔アンタナナリボ往復   5 

アンタナナリボ⇔トアマシナ  2 

トアマシナ⇔地方  1 

ソフトコンポーネント実施者間の事前確認 
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ローカル NGO/コンサルタントとの打合わせ、アンケート作

成（講習会前後、DREN、CISCO/ZAP 長用含む） 
  1 

マニュアル改訂支援 

 改訂作業  
4 

 マニュアル印刷・製本  

関係者との活動内容・役割分担等の確認 

  調達代理機関への説明   0.5 

 教育省、JICA マダガスカル事務所表敬・説明  0.5 

  DREN との打ち合わせ   0.5 

G1 各校関係者対象、施設の維持管理・衛生関連講習会実施支援 

 講習会視察  
１ 

 アンケートの実施（講習会開始直後、終了時）  

現地報告 

  DREN、CISCO への報告、今後について   2 

 教育省、JICA マダガスカル事務所、調達代理機関への報告  1 

その他 

 実施準備  0.5 

 
ローカル NGO/コンサルタントとの振り返り、中間報告書に

ついて 
 1 

 資料整理  2 

G2:施設の

維持管

理・衛生関

連講習会 

東京⇔アンタナナリボ往復  5 

アンタナナリボ⇔トアマシナ  2 

表敬・打合せ   

    教育省、JICA マダガスカル事務所、調達代理機関への表 

敬、説明 
 1 

    ローカル NGO/コンサルタントとの打ち合わせ  0.5 

    DREN、CISCO との打ち合わせ   0.5 

G2 各校関係者対象、施設の維持管理・衛生関連講習会実施支援 

講習会視察  
2 

    アンケートの実施（講習会開始直後、終了時）  

現地報告 

    DREN、CISCO への報告、ソフトコンポーネント活動のレビ 

ュー 
 1 

    教育省、JICA マダガスカル事務所、調達代理機関への報 

    告 
 1 

その他 

    ローカル NGO/コンサルタントとの振り返り、最終報告書に

ついて（通学路整備対象校の状況確認含む） 
 1 

    資料整理  1 

活動支援

（国内） 

進捗管理 4  

中間報告書の作成 3   

最終報告書の作成 4   

日数小計 18 37 

【通学路整備・維持管理活動（パイロット）】 

段階 活動 国内 現地 

事前準備 
連絡業務 1   

講習会教材・既存マニュアルの精査、改訂箇所の検討、アンケート 2   
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作成 

G2:通学路

の維持管理

に関する啓

発、技術指

導 

関空⇔アンタナナリボ往復   5 

アンタナナリボ⇔トアマシナ  2 

表敬打合せ 

  教育省、JICA マダガスカル事務所への表敬   1 

 インフラ整備に関する情報収集（団内打合せ）  1  

 CISCO、地方道路事務所との打合せ  １ 

 FAF、校長、コミュニティとの打合せ  １ 

G2: T2-11, 13 学校関係者対象通学路維持管理の啓発、技術指導 

 
道路調査、整備/デモンストレーション計画、整備費用見

積 
 

3 
 デモンストレーション用資機材調達、講習会準備  

 講習会/デモンストレーション  

 維持管理作業研修  

12 
 教材/マニュアル作成  

 アクションプラン作成支援  

 アンケートの実施  

現地報告 

 地方道路管理者、DREN への報告  １ 

  教育省、JICA マダガスカル事務所への報告  1 

 
その他 

    資料整理  3 

活動支援

（国内） 

進捗管理 1  

中間報告書・維持管理マニュアルの作成 2   

6 31 

日数小計（現地：邦人ｘ2）  62 

合計日数 24 99 

 

2) ローカル NGO 

【学校施設の運営・維持管理活動】   

活動 日数 日数内訳 

事前準備 

施設の維持管理、衛生に関するマニュ

アル改訂に係る検討 
2 

既存マニュアル確認・改訂検討(啓発的観点か

ら):2 

講習会内容検討 2 
施設の維持管理・衛生関連講習会内容の検討

（啓発的観点から）:2 

G1:施設の維持

管理・衛生関連

講習会 

準備業務、講習会実施(ソフトコンポ

ーネント管理者に同行：首都での業務

5日間) 

13 

アンタナナリボ→トアマシナ:1、トアマシナ⇔

地方:1、打ち合わせ・アンケート作成:1､マニ

ュアル改訂/印刷・製本:4､DREN 表敬・打合

せ:0.5､実施準備:0.5､G1 維持管理・衛生関連講

習会実施（ﾄﾗｲｱﾙ):1､DREN・CISCO への報告:2、

振り返り・中間報告書について:1、資料整理:1

残りの講習会実施 3 実施:2、トアマシナ→アンタナナリボ:1 

中間報告書 資料とりまとめ、中間報告書作成 5   
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 G2:施設の維

持管理・衛生関

連講習会 

準備業務、講習会実施(ソフトコンポ

ーネント管理者に同行) 
8 

アンタナナリボ⇔トアマシナ:2、打合せ：0.5、

DREN・CISCO 表敬:打合せ:0.5、G2 維持管理・

衛生関連講習会実施：2、DREN・CISCO への報告、

ソフコンレビュー:1、振り返り・最終報告書に

ついて（通学路整備対象校の状況確認含む）:1、

資料整理:1 

最終報告書 資料とりまとめ、最終報告書作成 5  

日数小計 38   

 

【通学路整備・維持管理活動（パイロット）】 

活動 日数 日数内訳 

事前準備 
通学路整備に関するマニュアル（案）

作成に係る検討 
1 

マニュアル題材の確認・作成検討(現地特性を

反映)：1 

G2: 通学路の

維持管理に関

する啓発、技術

指導 

研修実施コーディネート、マニュアル

作成補助(ソフトコンポーネント管理

者に同行) 

24 

インフラ関連情報収集（団内打合せ）:１、ア

ンタナナリボ⇔トアマシナ:2、DREN 表敬・地方

道路事務所表敬・打ち合わせ、デモンストレー

ションへの招待:1、CISCO・FAF・校長・学校関

係者打ち合せ:1､デモンストレーション関連事

前準備等:2、デモンストレーション:1、維持管

理マニュアル（案）作成補/維持管理作業研修/

アクションプラン作成/アンケート実施補助/フ

ァシリテーション：12、DREN,CISCO、地方道路

事務所報告:1、資料整理:3 

日数小計 25   

合計日数 63  

 

3）ローカルコンサルタントの配置期間と活動内容詳細  

活動 日数 日数内訳 

事前準備 

マニュアル改訂に係る検討 2 
既存マニュアル確認・改訂検討（施設の構造、

メンテナンス方法等、技術的な観点から）:2 

講習会内容検討 2 

施設の維持管理・衛生関連講習会内容の検討

（構造関連、メンテナンス方法等、技術的な観

点から）:2 

G1:施設の維持

管理・衛生関連

講習会 

準備業務、講習会実施(ソフトコンポ

ーネント管理者に同行：首都での業務

3日間) 

11 

アンタナナリボ→トアマシナ:1、トアマシナ⇔

地方:1、打ち合わせ・アンケート作成:1､マニ

ュアル改訂:2､DREN 表敬・打合せ:0.5､実施準

備:0.5､G1 維持管理・衛生関連講習会実施（ﾄﾗ
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ｲｱﾙ):1､DREN・CISCO への報告:2、振り返り・中

間報告書について:1、資料整理:1 

残りの講習会実施 3 実施:2、トアマシナ→アンタナナリボ:1 

G2:施設の維持

管理・衛生関連

講習会  

準備業務、講習会実施(ソフトコンポ

ーネント管理者に同行) 
8 

アンタナナリボ⇔トアマシナ:1、打合せ：0.5、

DREN・CISCO 表敬:打合せ:0.5、G2 維持管理・

衛生関連講習会実施：2、DREN・CISCO への報告、

ソフコンレビュー:1、振り返り・最終報告書に

ついて:1、資料整理:1 

合計日数 26   

 

６．ソフトコンポーネントの実施リソースの調達方法 

ソフトコンポーネント実施におけるローカルリソースとしては、現地事情を熟知し、コ

ミュニティ開発、住民参加、啓発活動、研修実施等の促進や支援を行なっているローカル

NGO への再委託が適切と考える。マダガスカル国においては、上述の活動を展開している

NGO が複数存在しており、本ソフトコンポーネント活動に関しては、当該活動に豊富な実績

を有する NGO を調達する。一方、建築的観点から、施設の構造やメンテナンス方法の説明

等が円滑に実施可能な建築コンサルタントについても調達することとする。 

また、効果的、持続的な通学路整備のためには、学校関係者のリーダーシップや調整力、

コミュニティ動員や合意形成が重要となる。これらのノウハウを持つローカル NGO の補助 

を得て、維持管理研修の実施やマニュアルやアクションプラン作成が有効と考えられる。

草の根のリソースを活用し実施可能な通学路整備の仕様を想定しており、整備手順はロー

カル NGO との研修で、十分学校関係者らに習得され得ると考えられる。 

NGO の候補としては、過去の無償案件や他ドナーの類似活動に関与したローカル NGO など

が挙げられる。 

建築コンサルタントに関しては、本プロジェクトで整備される施設に関する情報を有す

ること、及び的確なメンテナンス方法の説明が可能であることが求められる。従って、本

プロジェクトの入札補助及び施設管理業務を担当する本邦コンサルタントとの連携が重要

であり、ソフトコンポーネント活動についても、本体事業の設計監理コンサルタントに委

託することが望ましい。 

本ソフトコンポーネント活動は、施設整備中に実施することでより効果が現れると考え

られる活動に特化し、ローカルリソースへの委託額を必要最小限に抑える計画である。従

って、先行案件同様に、本邦コンサルタントが施工監理の一環としてソフトコンポーネン

トを実施・管理し、ローカルリソースを調達することで、上記のような費用の不均衡を回

避する。 

ソフトコンポーネント管理者は、準備調査段階において概略設計を実施し、本ソフトコ

ンポーネント計画を立案したコンサルタントであるため、計画から実施までを一貫して円
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滑に監理・実施することが可能となる。 

 

７．ソフトコンポーネントの実施工程 

別添１ご参照。 

 

８．ソフトコンポーネントの成果品 

(1) 資料 

 改訂版学校施設維持管理マニュアル 

 通学路維持管理マニュアル 

 

(2) 報告書 

報告書 目次(案) 

中間報告書 【学校施設の運営・維持管理活動】 

1. マニュアルのレビュー及び改訂 

1-1 既存マニュアルからの変更点 

1-2 改訂版マニュアル 

1-3 改訂版マニュアルの印刷･配布状況 

2. G1 各対象校への維持管理・衛生に関する講習会 

2-1 日程 

2-2 参加者リスト 

2-3 講習内容 

2-4 参加者からの声 

2-5 アンケート結果 

2-6 教訓・課題 

3. G2 各対象校への同様な講習会に向けての提言 

【通学路整備・維持管理活動（パイロット）】 

1. 現地通学路調査 

1-1 既存交通形態、交通量 

1-2 整備計画案、積算 

1-3 類似コミュニティ事業や道路整備に関する情報収

集結果 

2. G2 対象校における事例紹介講習会とデモンストレーシ

ョン 

2-1 日程 

2-2 参加者リスト 

2-3 講習会・デモンストレーション内容 

2-4 参加者からの声、写真 

3. G2 対象校への通学路整備研修 

3-1 日程 
3-2 参加者リスト 
3-3 研修内容 
3-4 参加者からの声、写真 

3-5 アクションプラン 

3-6 アンケート結果 

4． 活動全体の成果と教訓 

最終報告書 【学校施設の運営・維持管理活動】 

1. これまでの活動報告 

・上記 1～3の概要 

2. G2 各対象校への維持管理・衛生に関する講習会 

2-1 日程 
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2-2 参加者リスト 

2-3 講習内容 

2-4 参加者からの声 

2-5 アンケート結果 

3. 活動全体の成果と教訓 

【通学路整備活動（パイロット）】 

１．その後の状況 

   

９．相手国側の責務 

(1) ソフトコンポーネント活動実施中の責務 

1) 各活動の実施と参加 

本ソフトコンポーネント実施にあたっては、DREN 長/担当、各 CISCO 長/担当、

及び関連 ZAP 長が実施主体となり、各校に指示・助言を与えると共に、ステーク

ホルダーの参加を働きかける必要がある。 

学校レベルでは、校長、教員代表、FAF 議長、FRAM 代表といった学校関係者の

巻き込み、コミュニティの通学路整備に対する合意と参加が求められることから、

ソフトコンポーネント対象期間中は、連絡や活動の実施など、一連の調整を入念

に行うことが不可欠となる。 

また、本ソフトコンポーネント活動終了後も各関係者による、衛生面を含めた

学校施設、通学路の維持管理が継続的に実践されるよう、DREN長/担当の指導の下、

CISCO長/担当及びZAP長は定期的に各校の活動をフォローすることが求められる。 

下表は、各ステークホルダーの役割を示している。 

 
対象 一連の講習会 

       

DREN 

・全体の指揮・監督 

・活動内容・役割分担等の確認 

・改訂版マニュアルの確認 

・各種講習会/研修開催支援・視察 

・関係者への連絡・調整支援 

・アンケート実施支援 

CISCO、 

ZAP 長 

・活動内容・役割分担等の確認 

・改訂版等マニュアルの確認 

・講習会/研修開催支援・視察 

・関係者への連絡・調整支援 

・アンケート実施支援・参加 

学校 
（FAF、FRAM 含む） 

・関係者との連絡・調整 

・通学路整備に関するコミュニティへの参加に係る働きかけ、合意形成 

・各種講習会/研修等参加 

・アンケート 

・アクションプラン作成 

  

(2) ソフトコンポーネント活動実施後の責務 

1) 実施促進 

本ソフトコンポーネント活動で啓発を受けた関係者が、前述の目標及び上位目標発

現の方向に向かうように、各ステークホルダーは積極的に活動に参加すると共に、各

校の適切な、衛生面を含めた維持管理、通学路整備活動に努める。 
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DREN、CISCO 担当者、及び ZAP 長は、ソフトコンポーネント活動における習得事項の

実践、本活動に係るレビュー、及び今後への助言等を基にした活動が各校で実践され

るよう促進する。通学路の整備について今回の研修を通して、整備レベルや仕様を適

切に把握し、計画、準備段階から実行までのモデル事例として認識する。 

 

2) 学校運営・維持管理予算の確保 

学校の運営・維持管理に関する予算は、基本的には教育省、及び各児童・世帯から

の徴収金によって賄われている。また、地方分権化政策に伴い、学校の運営・維持管

理は DREN の指導の下、CISCO（ZAP）が管轄している。しかし、先に触れたとおり、教

育省からの予算配賦状況は安定しておらず、また、各地域や学校の状況により、各児

童・世帯から徴収できる資金に格差が生じているのが実情である。但し、2014/15 年度

以降、政府からの各校への資金配賦が定期的になされる見通しがあることから、教育

省関係者は、その実現に向け働きかける必要がある。 

通学路整備にはコミュニティ、道路管理者等多くのステークホルダーが関係する。

研修では、学校関係者が中心となり、これらのステークホルダーと交渉し、コミュニ

ティの作業への参加促進、必要資機材や予算の調達活動に係る啓発についても含める

こととする。本ソフトコンポーネント活動を通して住民への技術指導を行い、学校施

設へのアクセス道路を整備することで子どものための安全な通学路が確保されること

が事例として有効と判断されれば、今後、同様にアクセス道路の課題に対応する方策

として、通学路整備もソフトコンポーネントの一項目として検討されることが想定さ

れる。また、学校関係者が学校環境に関する優先づけを行い、重要度が高いと認識さ

れた場合には、学校運営関連予算を通学路整備に割り当て、本ソフトコンポーネント

で習得した整備手法を活かし住民自身による持続的な通学路整備が実践されることが

想定される。 

 

別添：ソフトコンポーネント実施工程表 
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ソフトコンポーネント実施工程表 

 

2 3 4 5 6 6 7 8 9 10 11 12 4 5 6 7 8 9 10 11 12 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
▲

▲
▲

▲

　○　中間報告書      最終報告書  ○

2 3 4 5 6 6 7 8 9 10 11 12 4 5 6 7 8 9 10 11 12 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

7 1 22 1      3 1 15 1        4

4 16 5 8 5

4 14 8

全体：7.46M/M

国内作業

現地作業

E/N・G/A

2018

閣議

2016
月

2015 2017

2018
月

調達代理契約
コンサルタント契約

建設工事

成果1：対象各校において施設の維持管理・衛

生の重要性が理解される

①講習会を通じた、FAF（校長、教員代表含

む）、FRAMをはじめとする学校関係者の施設

の維持管理・衛生に関する啓発

ソフトコンポーネント活動

活動結果報告

成果2：対象各校において施設の維持管理方

法に係る知識が醸成される

①簡易なメンテナンス、及び予防的維持管理

を含む運営・維持管理に関する学校活動計画

策定のためのマニュアル改訂：既存の運営・

維持管理（衛生面含む）マニュアルを基に改

訂する。

②上記マニュアルに関する講習会の実施

③上記講習会における技術的観点からの説

明

成果3：パイロット活動対象校において、住民

参加型通学路整備により、FAFやFRAMの結

束力が高まる。

①講習会・デモンストレーションを通じた、校

長、教員代表、FAF議長、FRAMなどといった

学校関係者への施設の現地材料を利用し労

働集約的通学路整備に関する啓発

②維持管理作業研修

③学校組織やマダガスカルの道路管理体制、

現地調達可能材料の特性を反映させマニュア

ルの作成

ローカルコンサルタント(26日間:0.87M/M)

2015 2016 2017

ローカルNGO(63日間:2.10M/M)

邦人コンサルタント（ソフコン管理）(国内:24日間-

1.20M/M、現地:99日間3.29M/M)

＊通学路整備の現地業務に関しては、

邦人コンサルタントと邦人管理者補佐の

2名体制

第2グループ（G2)工期13ヶ月
第1グループ（G1)工期13ヶ月

G2：施設の維持管理・衛生関連講習会

G1：施設の維持管理・衛生関連講習

G2：道路維持管理の啓発・技術指導

3    31    3

1 24

7
7



 

 

 

 

資料 6  参考資料 

 

No. 名称 形態 オリジナル・コピー 発行機関 発行年

1
「学校施設発展のためのパートナーシップ」と命名された
組織の設置に係る政令第2002/1007号 電子データ コピー 国民教育省 2002

2
投資の環境に対する適合性に関する新たな規定を決定
する1999年12月15日付政令第99954

電子データ コピー 環境省 2004

3 ソフトコンポーネント活動 電子データ オリジナル 第二次小学校建設計画 2007

4 学校生活：小学校の管理・メンテナンスに係るガイド 電子データ オリジナル 第二次小学校建設計画 2008

5 2009年度卒業統計 図書 オリジナル 国民教育省 2009

6
国民教育大臣の権限及び省の一般的公正の設定に係
る政令第2009-1172号

電子データ コピー 国民教育省 2009

7 年次統計 2011-2012 電子データ コピー 国民教育省 2010

8 年次統計 2012-2013 電子データ コピー 国民教育省 2011

9 教育暫定計画 2013-2015 電子データ コピー 国民教育省 2012
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7 その他の資料・情報 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）サイト調査結果概要 
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20×13 20×13

29×15  29×15

5 2 Brickaville EPP Avilona 15 Y N - 井戸 Y 15×10 木造建物+基礎 15×10 2 N 3 個人 N N
敷地が狭くて２教室校舎が配置できない。雨季は
通行が困難

9 3 Mahatsara EPP Antsampanana 1 Y N - N - 45×30 - - 2 N 3 学校 N -

13 4 Mahatsara EPP Ampitabe 0 Y N - N - 50×20 樹木 H=3 0 N 2 教育省 N - 造成必要

17 5 Andovoranto EPP Andovoranto 66 Y N - 井戸 Y 35×25 - - 6 N 1 国 Y - 浮き船で川を渡る

WC基礎 6×3

木造建物 11×6

バスケットボール
ゴール

-

25 7 Brickaville EPP Menagisy 15 N Y Y N - 45.5×16 木造建物+基礎 45.5×16 3 N 4 国 N - 擁壁必要H=≒2ｍ, L=20ｍ)  2か所。丘を登る。

29 8 Mahatsara EPP Ambodiriana 1 Y N - 貯水槽 Y 26×13 木造建物+基礎 14×9.5 3 Y 2 教育省 N -

33 9 Ambinaninony EPP Ambinaninony 5 N N - 湧水 Y 31×15 木造建物+基礎 31×15 2 N 4 国+個人 N N 樹木を伐採し搬入路を作る（≒70M)

37 10 Ambinaninony EPP Analila 0 Y N - 湧水 Y 18×38 ブッシュ 800㎡ 2 N 1 個人 N N

41 11 Ambinaninony EPP Ambodisovoka 0 Y N - 湧水 Y 13.5×30 - - 3 Y 0 個人 N N

45 12 Anivorano EPP Antsieranambe 12 N N - 貯水槽 N 35×20 樹木 H=3 1 N 5 教育省 N - 急な坂があり、道幅が狭い。人力で材料を搬入。

49 13 Razanaka EPP Ambodiaviavy 80 Y N - 井戸 Y 25×15 ブッシュ 600㎡ 0 N 4 教育省 N -
造成必要。多数の沈下橋がある。雨期は車両の
通行が困難。

4 14

2 1 Sahamatevina EPP Anosimanasa 1 Y N - 貯水槽 N 35×11 基礎 20×７ 7 N 3 学校 Y - 擁壁必要（H=１m、L=35m） 急な坂がある。

6 2 Vatomandry EPP Vohitsara 0 Y Y Y 市水＋井戸 Y 28×17 - - 7 Y 8 国 Y -

10 3 Vatomandry EPP Ambilakely 0 Y Y Y 市水＋井戸 Y 35×15 - - 4 Y 3 国 N -

14 4 Tsarasambo EPP Tsarasambo 1 N N - 貯水槽 N 41×16 - - 6 N 2 国 N - 造成必要、敷地は丘の上にある。（6m）

18 5 Tsarasambo EPP Ambodivontaka 0 Y N - 井戸 Y 34×20 - - 0 N 3 国 N -

22 6 Ambodivoananto EPP Ambodivoananto 21 Y N - 井戸+貯水槽 Y 43×15 - - 5 Y 2 国 Y -

26 7 Ilaka - Est EPP Ilaka-EST 2 Y N - 井戸 Y 43×14 - - 10 Y 2 国 N -

30 8 Niarovana Caroline EPP Mahatsara 2 Y N - 井戸 Y 60×23 - - 2 N 3 国 N -

34 9 Amboditavolo EPP Lavakorana 1 Y N - N - 23×15 樹木 枝払い（幅8m） 1 N 2 教育省 N - 擁壁必要（H=2m、L=40m)

38 10 Amboditavolo EPP Amboditavolo 14 Y N - 貯水槽 N 30×17 - - 5 N 1 国 Y -

木造建物 6×6

ブッシュ 200㎡

8.5×4

6.5×5.5

5×3

6 21

備考

擁壁必要（H=2m、L=60m)、雨季は車両での通行
が困難

Brickaville EPP Brickaville 5 Y Y N 湧水 Y 木造建物+基礎 9 N 国 N4

1

0

6

調査結果表

インフラ
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1
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3Mahatsara EPP Manambonitra 0 Y N - N - 25×12 Y

6 Y 教育省 N - 擁壁必要（H=2m、L=５0m)

-

-

12



3 1 Antetezambaro EPP Analamalotra 2 Y N - 井戸 Y 30.5×26.5 - N 3 N 6 村落共同体 N N

7 2 Ampassimbe Onibe EPP Ambalahasina 2 Y N - N - 41×15 - N 0 N 6 村落共同体 N N

11 3 Salazamay EPP Ambalamanasy 15 Y N - 井戸 N 30×14 木造建物+基礎 8.4×13 0 N 3 村落共同体 N N

15 4 Salazamay EPP Ambodisaina 5 Y N - 井戸 Y 15×74 ブッシュ 1000㎡ 3 N 8 国 N - 樹木（20本程度）伐採必要

19 5 Andondabe EPP Andondabe N 悪路のため対象地へ到達不能

23 6 Antetezambaro EPP Antetezambaro 0 Y N - 井戸 N 20×10 木造建物+基礎 17×8 4 N 4 国 N -

27 7 Fanandrana EPP Ambodikily 90 Y N - 井戸 Y 25×12.5 切土 25×12.5 0 N 5 個人 N N 浮き船で川を渡る。敷地内造成必要

31 8 Ambodilazana EPP Volobe 210 Y N - 貯水槽 Y 36×20 木造建物+基礎 19×７ 4 N 1 国 N - 浮き船で川を渡る。雨期は車両での通行は不能

35 9 Ambodilazana EPP Ambodilazana 270 Y N - 湧水 N 26.5×14 - N 2 N 1 国＆個人 N N
浮き船で川を渡る。悪路で雨期は車両での通行
は不能

39 10 Andondabe EPP Ambodihazomamy 20 N N - 貯水槽 Y 19.5×11 - N 2 N 3 個人 N N
幹線道路から敷地まで（≒100M）谷があり車両搬
入不可、造成必要

43 11 Ampasimbe Onibe EPP Ampasimbe Onibe 50 Y N - 湧水 Y 30×16 木造建物+基礎 6×9.5 0 N 8 国 N -

47 12 Ampasimadinika EPP Andranokobaka 60 N N - 井戸 Y 21×12 木造建物+基礎 8×7 2 N 3 個人 N N 敷地まで≒80Ｍは徒歩で谷をわたる。

50 13 Ampasimbe Onibe EPP Hotsika 30 Y N - 井戸 Y 22×45 木造建物+基礎 6×15 0 N 6 国 N -

7 41

4 1 Toamasina I EPP Zoto 7 Y Y N 井戸 Y 34 x54 樹木 H=15 0 N 5 国 Y -

8 2 Toamasina I EPP Tsiry 5 Y Y N 井戸 Y 59x19 - - 2 Y 2 個人 Y ？

12 3 Toamasina I EPP Lovasoa 5 Y N - 井戸 Y 20x8 木造建物+基礎 7×5 4 Y 3 コミューン Y N 敷地が狭くて２教室校舎が配置できない。

16 4 Toamasina I
EPP Esperance
Mangarano II

0 Y Y N 井戸 Y 27x11 木造建物+基礎 4×2 4 Y 12 コミューン Y N 敷地が狭くて２教室校舎が配置できない。

20 5 Toamasina I EPP Todivelona Raphael 0 Y Y N 井戸 Y 38×65 電話柱 - 4 N 31 国 Y - 　

19x29 - -

木造建物+基礎 7.2×6.4

木造建物+基礎 4.3×4.,21

樹木 H=8m

28 7 Toamasina I EPP Valpinson 5 Y Y Y 井戸 Y 14x29 樹木 H=8、2本 2 Y 8 会社 Y N

68x13

23×34

34×11

29×19

40 10 Toamasina I EPP Androranga 1 Y N - 井戸 Y 35x85 - - 6 N 3 国 Y -

44 11 Toamasina I EPP Ambohijafy 2 Y Y Y 井戸 Y 52x17
バスケットボール

コート
31×17 2 Y 6 コミューン Y ？
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27×16
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（２）計画対象校配置図 

 

 
























































	資料
	１．調査団員・氏名
	２．調査行程
	３．関係者（面会者）リスト
	４．討議議事録（M/D）
	５．ソフトコンポーネント計画書
	６．参考資料
	７．その他の資料・情報




